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１ 先端光科学技術特区 

目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

高度先進医療の実施について、保険給付が受けら

れる「特定承認保険医療機関」の承認要件等の見

直し 

 

【保険医療機関及び保険薬局の指定並びに特定承

認保険医療機関の承認並びに保険医及び保険薬剤

師の登録に関する省令第５条の２ 

特定承認保険医療機関及び特定承認療養取扱機関

の取扱いについて（昭和６０年２月２５日保発第

１９号）】 

全国対応 厚労 ― 

①薬事法改正により、医師の主導に

より医薬品等を使用する臨床研究

について、治験として取り扱う事と

なったことに伴い、特定療養費制度

の適用対象とする。 

②臨床研究以外の高度先進医療に

ついては、高度先進医療制度におい

て、特定承認保険医療機関の承認要

件や対象技術の範囲について見直

しを行い、速やかに実施する。 

播磨科学公園都市内に立地する県

立粒子線医療センターで行われる

がん治療等の粒子線治療について、

療養のうち基礎的部分については

特定療養費の対象とするため、「高

度先進医療制度」の弾力的な適用を

図る。具体的には、技術要件、施設

要件の審査期間の短縮化や、要件を

満たさない場合の大臣協議等の手

続きの簡素化を図る。 

研究開発成果

の早期の実用

化・事業化推進 

高度先進医療に係る臨床研究への「特定療養費」

の導入 

 

【健康保険法第４３条第２項の規定に基づき厚生

労働大臣の定める療養（平成６年８月厚生省告示

第２３６号）】 
全国対応 厚労 ― 

①薬事法改正により、医師の主導に

より医薬品等を使用する臨床研究

について、治験として取り扱う事と

なったことに伴い、特定療養費制度

の適用対象とする。 

②臨床研究以外の高度先進医療に

ついては、高度先進医療制度におい

て、特定承認保険医療機関の承認要

件や対象技術の範囲について見直

しを行い、速やかに実施する。 

特区内の医療機関における粒子線

医療等の高度医療に係る臨床研究

ついて、治験の範囲を拡大し「特定

療養費」を導入する。 
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構造改革特区に関する兵庫県の規制改革要望 
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目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

高度先進医療の実施について、病床数制限の例外

となる「特定病床等の特例」に関する要件の緩和 

 

【医療法施行規則第３０条の３２の２】 

全国対応 厚労 ― 

現行でも各施設とも１回限りとさ

れている高度先進医療に係る病床

の特例措置の回数制限について、先

進医療を推進するため特に必要が

あると認められる場合には撤廃す

る等の弾力的な運用を行う。 

特区内において、光科学技術に関連

する医療・臨床研究を行う医療機関

について、特定病床等の特例を弾力

的に運用する。 

（光科学技術に関連する医療・臨床

研究の例） 

ア 粒子線医療 

イ 大型放射光施設ＳＰring-８と

連携した、神経系の損傷・障害から

再生・治癒に至る過程の画像診断・

治療技術等の研究開発  等 

SＰring- 8 の産業利用促進のための民間参入の拡

大 

【特定放射光施設の共用の促進に関する法律 

第２条】 

現行で可

能 
文科 ― ― 

SPring-８の産業利用を促進するた

め、可能な限り民間の参入を直接可

能とする方向での規定を見直す。例

えば、分析測定業務の規定の整備等

を行う。 

Sping- 8 の産業利用促進のための料金体系の設定 事 実 誤

認・税減

免等 

文科 ― ― 

SPring-８の産業利用を促進するた

め、例えば分析測定サービス等を行

う場合の料金体系の整備等を行う。 

研究開発成果

の早期の実用

化・事業化推進 

株式会社設立に関する最低資本金額の引き下げ 

 

【商法第１６８条の４】 
引き続き

検討 
法務 ― ― 

ベンチャー企業の創出を促進する

ため、特区内に新たに企業を設立す

る場合には、株式会社について定め

られている最低資本金の制限を撤

廃する。 

世界中の優秀

な人材への求

心力の向上 

在留資格変更手続きの簡素化 

 

【出入国管理及び難民認定法第２０条、出入国管

理及び難民認定法施行規則第２０条】 

特区対応 法務 － ― 

外国人技術者等の就労円滑化のた

め、短期滞在から就労ビザへの切替

え手続きの簡素化、数次ビザの発給

要件を緩和する。 
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目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

外国人の在留期間（３年又は１年）の延長（外国

人研究者の在留期間の延長） 

 

【出入国管理及び難民認定法第２条の２第３項、

出入国管理及び難民認定法施行規則第３条別表第

二】 

特区対応 法務 

501の場合，在留期間については

当該活動を継続している限りにおい

て５年を上限とする特例措置を講ず

る。 

※501 
（条件…特区内の研究機関において研究業務

に従事するため入国する外国人について「特

定活動」の在留資格を付与できることとし，

この場合の活動範囲は特区内における研究活

動及び特区内の事業を運営する活動とする。

ただし，地方公共団体の職員が代理人として

在留資格認定証明書交付申請を行うこと，及

び地方公共団体の職員がその外国人の活動に

変更が生じた場合等には地方入国管理局へ通

報することを条件とする。） 

― 

外国人が日本で「研究」在留資格に

て就労する場合、在留資格者には一

律３年の在留期間を与える。また、 

優秀な外国人人材が大学卒業（修

了）後、起業または就業しようとす

る成績優秀な留学生（技術系）は、

卒業（修了）後も一定期間「研究」

の在留資格が認められる措置を講

じる。 

外国人の在留資格要件（審査基準）の緩和 

・「研究」資格：修士又は３年以上の研究従事若

しくは１０年以上の実務経験の緩和 

・「投資・経営」資格：外国人の会社設立制限の

緩和 

【出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２

号、出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２

号の基準を定める省令】 

特区対応 法務 

501 の場合，「研究」及び「投資・経

営」の在留資格に係る基準は適用さ

れない。 

― 

外国人が日本で起業する場合の日

本在住の常勤職員確保を要する規

定、外国人が日本国内の事業所へ転

勤する場合の在留資格認定のため

の本国における勤務実績を要する

規定による規制を緩和すること。 

数次ビジネス査証発給要件等の緩和 

引き続き

検討 
外務 ― ― 

外国人技術者等の就労円滑化のた

め、短期滞在から就労ビザへの切替

え手続きの簡素化、数次ビザの発給

要件を緩和する。 

世界中の優秀

な人材への求

心力の向上 

特許審査請求期間の延長（３年以上） 

 

【特許法第４８条の３第１項】 

事 実 誤

認・税減

免等 

特許 ― ― 

大学研究成果の産業利用を促進す

るため、特区内に進出又はブランチ

を設置して活動するＴＬＯ、又は特

区内で生まれた大学研究成果の移

転を図るＴＬＯに対して、特許審査

請求までの期間を通常（３年）以上

に延長する。 
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目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

地方公共団体から国、独立行政法人又は公団等に

対する寄付金等の支出制限の緩和 

 

【地方財政再建促進特別措置法第２４条第２項】 

全国対応 総務 ― 

地方公共団体から国、独立行政法人又は公団等に

対する寄付金等の支出制限の緩和（寄付金等の支

出の制限の対象となる独立行政法人からの除外） 

 

【地方財政再建促進特別措置法施行令第１２条の

３】 

全国対応 総務 ― 

地方公共団体から国、独立行政法人又は公団等に

対する寄付金等の支出制限の緩和（寄付金等の支

出の制限の特例の範囲の緩和 

 

【地方財政再建促進特別措置法施行令第１２条の

２】 

全国対応 総務 ― 

地方公共団体の要請に基づき、国立

大学等が行う科学技術に関する研

究開発等で、地域における産業の振

興とその他住民の福祉の増進に寄

与するものに対し、国立大学等にお

いて通常行われる研究開発等と認

められる部分を除くなどの一定の

要件のもとで、地方公共団体が経費

を負担できるように政令を改正す

る。 

地方財政再建促進特別措置法等の

弾力的適用（政令の基準緩和含む）

により、独立行政法人に移行した理

化学研究所や大学等の研究機関が

特区内に立地等することに対して、

地元自治体が特別な措置をできる

ようにする。 

労働者派遣業における原則１年とする派遣期間の

延長 

 

【労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労

働者の就業条件の整備に関する法律（雇用対策臨

時特例法第５条により読み替えて適用される場合

を含む。）第26条第2項，40条の2第1項】 

全国対応 厚労 ― 

派遣就業の場所毎に同一の業務に

ついて、派遣元事業主から１年を超

える期間継続して労働者派遣の役

務の提供を受けることについて検

討し、設置する。 

原則１年とされている派遣期間を

３年にするなど派遣期間制限の緩

和を行う。 

労働者派遣に関する物の製造業務への対象業務の

拡大 

 

【労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労

働者の就業条件の整備等に関する法律第４条、附

則１４】 

全国対応 厚労 ― 

物の製造の業務への労働者派遣事

業を行うことについて検討し、措置

する。 

労働者派遣法により労働者派遣が

禁止されている「物の製造業務」に

ついて、特区内において派遣対象と

する。 

世界中の優秀

な人材への求

心力の向上 

有期労働契約における専門的な知識、技術又は経

験を有する者の基準の緩和 

 

【労働基準法第14条第1号及び第2号の規定に基づ

き厚生労働大臣が定める基準二】 
全国対応 厚労 ― 

修士の学位を有する者について、就

こうとする業務に２年以上従事し

た経験を有するものとの条件を撤

廃することについて検討し措置す

る。 

修士号取得者の２年の実務経験を

廃止する。 
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目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

世界中の優秀

な人材への求

心力の向上 

有期労働契約の契約期間の延長 

 

【労働基準法第１４条】 
全国対応 厚労 ― 

１年（一定のものについて３年）を

超える期間を契約期間とする労働

契約の締結を可能とする事につい

て検討し、措置する。 

特区に進出した企業が有期労働契

約を締結する場合、雇用契約期間の

３年を５年に延長する。 

大学設置の際の校地面積基準の緩和（校地面積基

準を校舎面積と連動しない形で定める等の全国規

模の基準の緩和を超えた措置） 

 

【大学設置基準第３７条等】 

特区対応 文科 

学生が充実した学習を行うことが

できるとともに、安定的な大学経営

が確保されること。 ― 

大学設置基準（校地面積基準）の緩和 

 

【大学設置基準、同要項、同細則】 

全国対応 文科 ― 

①校舎面積の３ 倍以上とされている

校地面積を、校舎と連動しない形で

定めたり、合理的な理由があれば数

量基準を緩和するなどの方法によ

り、新たな数量基準を設定する。 

②自己所有要件（校地の2分の１）を

緩和する。 

（平成15 年4 月1 日から施行） 

高度な学術研究機能を有する大学

等を誘致するため、播磨科学公園都

市に進出する国内外の大学が大学

設置する際、教員数や施設規模、土

地所有など細目まで規制している

大学設置基準や大学設置・学校法人

審議会大学設置分科会長による審

査基準など、様々な形式によって規

定されている基準について、軽減・

簡素化を図り必要最低限の基準と

する。 

大学（学部・学科を含む）等の設置及び廃止にあ

たっての、文部科学大臣等の認可を届出制へ移行 

 

【学校教育法第４条】 全国対応 文科 ― 

大学において、学位の種類・分野の

変更を伴わない学部・学科の新設、

廃止手続を、認可制から届出制に変

更する。 

特区内の公立・私立大学について

は、大学の教育・研究活動が技術革

新のスピードに対応した学部・学科

の再編を大学の自己責任によって

自立的に行えるように、大学の現行

の事前承認制から届出制へ緩和す

る。 

多様な教育シ

ステムの構築 

私立大学の学部・学科の設置及び廃止にあたって

の、文部科学大臣の認可等を届出制へ移行 

 

【学校教育法施行令第２３条】 
全国対応 文科 ― 

大学において、学位の種類・分野の

変更を伴わない学部・学科の新設、

廃止手続を、認可制から届出制に変

更する。 

特区内の私立大学については、大学

の教育・研究活動が技術革新のスピ

ードに対応した学部・学科の再編を

大学の自己責任によって自立的に

行えるように、大学の現行の事前承

認制から届出制へ緩和する。 
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目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

私立学校の設置を目的とした学校法人を設立する

際の申請手続の簡素化（寄附行為で定める項目の

簡素化） 

 

【私立学校法第３０条】 
全国対応 文科 ― 

大学において、学位の種類・分野の

変更を伴わない学部・学科の新設、

廃止手続を、認可制から届出制に変

更する。 

海外の大学の誘致を促進するため、

研究等優れた実績のある海外大学

については、寄附行為の認可にあた

って、海外での教育・研究実績を考

慮するとともに、目的、名称、理事

関係等の必要最低限の内容により、

認可申請を行えるように手続きの

簡素化、迅速化を行う。 

海外大学法人審査の簡素化、迅速化 

 

【学校法人の寄附行為及び寄附行為変更に関する

審査基準２３の２，３，５】 
全国対応 文科 ― 

私立学校設置時の、学校法人の資

産条件の緩和大学等の校舎につき、

地方自治体からの全部借用を認める

など、学校法人が私立学校を設置す

る際に必要となる学校法人の自己資

産条件を緩和する。（平成15 年 4 月

1 日から施行） 

海外の大学の誘致を促進するため、

研究等優れた実績のある海外大学

については、寄附行為の認可にあた

って、海外での教育・研究実績を考

慮するとともに、目的、名称、理事

関係等の必要最低限の内容により、

認可申請を行えるように手続きの

簡素化、迅速化を行う。 

多様な教育シ

ステムの構築 

大学設置基準の緩和（教員数） 

 

【大学設置基準第１１条～第１３条附則】 

引き続き

検討 
文科 ― ― 

高度な学術研究機能を有する大学

等を誘致するため、播磨科学公園都

市に進出する国内外の大学が大学

設置する際、教員数や施設規模、土

地所有など細目まで規制している

大学設置基準や大学設置・学校法人

審議会大学設置分科会長による審

査基準など、様々な形式によって規

定されている基準について、軽減・

簡素化を図り必要最低限の基準と

する。 
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目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

大学設置基準の緩和（施設・設備） 

 

【大学設置基準第３４条～第４０条】 

引き続き

検討 
文科 ― ― 

高度な学術研究機能を有する大学

等を誘致するため、播磨科学公園都

市に進出する国内外の大学が大学

設置する際、教員数や施設規模、土

地所有など細目まで規制している

大学設置基準や大学設置・学校法人

審議会大学設置分科会長による審

査基準など、様々な形式によって規

定されている基準について、軽減・

簡素化を図り必要最低限の基準と

する。 

多様な教育シ

ステムの構築 

職員の役員等の兼業の承認規定（研究成果活用企

業）の緩和 

 

【人事院規則（１４ －１８ ）】 

特区対応 
人事

院 

国立大学教員等がベンチャー企業

等の役員兼業を行うに際し、職務専

念義務を免除し、勤務時間内におけ

る兼業を認めることについて、人事

院としては、特区における当該役員

兼業について国民の理解と納得が

得られる特別の公益性が明確に認め

られること及び給与の減額が行われ

ることを前提として、職務専念義務に

ついて、勤務時間内の兼業によらな

ければ研究成果活用事業が行えな

い事情が認められること、教育研究

活動等の大学の運営に支障がない

と認められること等の条件設定を検

討し整えた上で、特区において実施 

― 

光科学技術に関する研究機関及び

教育機関等の集積を図るため、国立

大学教員等の国家公務員法「兼業禁

止規定」等の要件を緩和する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 8

目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

国立大学教員等の勤務時間内兼業に係る基準等の

明確化 

 

【国家公務員法第１０４条】 

全国対応 
総務

文科 
― 

国立大学教員等が産学官連携活動

のために勤務時間内兼業を行うこと

について、その政策的意義、公益性

等について明らかにした上で、国立

大学の法人化後における服務、勤務

時間管理等に係る文部科学省の方

針を踏まえて、一定の基準・手続の

下で実施できるようにする。（平成 15 

年度） 

光科学技術に関する研究機関及び

教育機関等の集積を図るため、国立

大学教員等の国家公務員法「兼業禁

止規定」等の要件を緩和する。 

多様な教育シ

ステムの構築 

任期付研究員の採用手続きの簡素化及び任期見直

し 

 

【一般職の任期付研究員の採用、給与及び勤務時

間の特例に関する法律第３条第３項、第４条第２

項】 

事 実 誤

認・全減

免等 

人事

院 
－ － 

特区内における国・独立行政法人等

研究機関の研究員の採用に関して、

任期付研究員の採用手続きを簡素

化するとともに、任期設定につい

て、招へい研究員型と同様に若手研

究員型についても原則５年以内と

拡充する。 
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２ 先端医療産業特区 

目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

産学連携によ

るトランスレ

ーショナルリ

サーチ（橋渡し

研究）の推進 

高度先進医療制度の見直し 

①特定療養費制度の対象拡大 

②特定承認保険医療機関の承認要件等の見直し 

 

【健康保険法第４３条第２項の規定に基づき厚生

労働大臣の定める療養 等】 

全国対応 厚労 － 

①薬事法改正により、医師の主導に

より医薬品等を使用する臨床研究

について治験として取り扱うこと

となったことに伴い、特定療養費制

度の対象とする。 

②臨床研究以外の高度先進医療に

ついて、高度先進医療制度において

特定承認保険医療機関の要件や対

象技術の範囲の見直しを行う。 

医薬品、医療用具等の治験について

は｢特定療養費｣（一般療養（診察料、

入院基本料等）に係る部分について

保険給付の対象）が導入されている

が、医師主導の臨床研究について

は、「特定療養費」の対象となって

いない。再生医療等の高度医療に係

る臨床研究において、「特定療養

費」の導入を実施する。 

また、｢特定承認保険医療機関｣

では、厚生労働大臣の承認を得て行

われた｢高度先進医療｣について、

｢特定療養費｣が導入されているが、

「特定承認保険医療機関」の施設基

準や医療技術の審査承認手続きが

厳格であり、承認要件等の見直しを

実施する。 

高度先進医療に係る病床の特例措置の回数制限の

撤廃 

 

【医療法施行規則第３０条の３２第１項に規定す

る特定の病床等の特例について（平成１０年７月

２４日付指第43号）】 

全国対応 厚労 － 

現行では１回限りとされている高

度先進医療に係る病床の特例措置

の適用回数につき、先端医療を推進

するため必要がある場合は撤廃す

る等弾力的に運用。 

「特定病床等の特例」は、医療計画

上の必要病床数に加算できること

が定められているが、厳しい運用が

図られいる。産学連携によるトラン

スレーショナルリサーチを推進す

るため高度・先進医療に係る「特定

病床等の特例」の弾力的運用を実施

する。 

ライフサイエ

ンスに関する

研究機関及び

教育機関の集

積促進 

特定機能病院の病床数基準の緩和 

 

【医療法施行規則第６条の５】 

全国対応 厚労 － 

現行５００床とされている病床数

基準を緩和。 

高度先進医療を実施する医療機関

の施設基準の弾力的運用を実施す

る。 
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目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

大学設置の際の校地面積基準の緩和（校地面積基

準を校舎面積と連動しない形で定める等の全国規

模の基準の緩和を超えた措置） 

 

【大学設置基準第３７条等】 

特区対応 文科 

学生が充実した学習を行うことが

でき、かつ安定的な大学経営が確保

されること。 － 

大学設置基準（校地面積基準）の緩和 

 

【大学設置基準、同要項、同細則】 全国対応 文科 － 

校舎面積の３倍以上とされている

校地面積を校舎と連動しない形で

定める等の新たな数量基準の設定

及び校地の２分の１自己所有要件

を緩和。 

大学等の教育機関については、校地

面積基準等厳格な設置基準、審査基

準が定められている。ライフサイエ

ンスに関する研究機関及び教育機

関の集積を促進するため、大学、専

修学校等教育機関設置基準を緩和

する。 

大学設置の抑制方針の撤廃 

 

【平成１２年度以降の大学設置に関する審査の取

扱方針】 

全国対応 文科 － 

大学の新設や収容定員増を抑制す

る方針を撤廃。 

大学設置に関する審査の取扱方針

に定められている大学設置の抑制

方針を撤廃する。 

大学設置基準（教員数、施設・設備等）の緩和 

 

【大学設置基準等】 
引き続き

検討 
文科 － － 

大学等の教育機関については、教員

数、施設・設備等厳格な設置基準、

審査基準が定められている。ライフ

サイエンスに関する研究機関及び

教育機関の集積を促進するため、大

学、専修学校等教育機関設置基準を

緩和する。 

ライフサイエン

スに関する研究

機関及び教育機

関の集積促進 

地方公共団体から国・独立行政法人又は公団等に

対する寄附金等の支出制限の緩和 

 

【地方財政再建促進特別措置法第２４条第２項、

同法施行例第１２条の２、第１２条の３】 

全国対応 総務 － 

地方公共団体の要請に基づく科学

技術研究で通常の研究開発と認め

られないもの等に対し、地方公共団

体が経費負担できるよう政令を改

正。 

神戸医療産業都市構想の中核をな

す研究機関である理化学研究所神

戸研究所に対して、市では土地の無

償提供を行っている。理化学研究所

が独立法人化した後においても、現

状維持を希望する。 
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目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

国立大学教員等の民間企業等との時間内兼業の容

認（技術移転事業者） 

 

【人事院規則（１４－１７）】 

特区対応 
人事

院 

ＴＬＯの役員兼業について特別の

公益性がありかつ大学運営に支障

がないこと等。 
－ 

国立大学教員等の民間企業等との時間内兼業の容

認（研究成果活用企業） 

 

【人事院規則（１４－１８）】 

特区対応 
人事

院 

ベンチャー企業の役員兼業につい

て特別の公益性がありかつ大学運

営に支障がないこと等。 
－ 

国立大学教員等の民間企業等との兼業の際の人事

院の承認要件の緩和 

 

【人事院規則等】 

引き続き

検討 

人事

院 
－ － 

国立大学教員等の勤務時間内兼業に係る基準等の

明確化 

 

【国家公務員法第１０４条】 

全国対応 総務 － 

国立大学教員等が産学官連携活動

のために勤務時間内兼業を行うこ

とについて、文科省の方針をふまえ

一定の基準・手続きの下で実施。 

国立大学教員等の民間企業等との兼業の際の内閣

総理大臣及び所管庁の長の許可の簡素化 

 

【国家公務員法等】 

引き続き

検討 
総務 － － 

地方公務員の営利企業の兼業に関する要件緩和 

 

【地方公務員法等】 

引き続き

検討 
総務 － － 

ライフサイエンスに関する研究機

関及び教育機関の集積を促進する

ため、公的研究機関等の医師及び研

究者の国家公務員法「兼業禁止規

定」、地方公務員法「営利企業等へ

の従事制限」等の要件を緩和する。 

ライフサイエ

ンスに関する

研究機関及び

教育機関の集

積促進 

国立大学の施設、敷地等の民間事業者による使用

の際の手続きの簡素化（大臣協議を大臣通知へ変

更） 

 

【国有財産法施行令第１１条第１２号、第１３条

第１項、第１４条】 

特区対応 財務 

国立大学の施設、敷地等の用途又は

目的を妨げないこと。 

－ 

ライフサイエンスに関する研究機

関及び教育機関の集積を促進する

ため、公的研究機関・大学等の施設

の企業による利用の促進を実施す

る。 
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目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

国立大学の施設、敷地等を民間事業者に使用許可

する基準の緩和 

 

【国の庁舎等の使用又は収益を許可する場合の取

扱いの基準について（昭和３３年１月７日蔵管第1

号）等】 

特区対応 財務 

国立大学の施設、敷地等の用途又は

目的を妨げないこと。 

－ 

国立大学等の試験研究施設の民間企業による廉価

使用の対象範囲拡大（国の研究と関連性がある研

究を実施する者への拡大）及び条件の緩和 

 

【研究交流促進法第１１条第１項】 

特区対応 文科 

中核となる国の研究機関があり、国

以外の試験研究施設の集積が見込

まれること等。 － 

国立大学等の試験研究施設の民間企業による廉価

使用の対象範囲拡大（国の研究成果を活用して試

験研究施設を大学内に整備する者等への拡大）及

び条件の緩和 

 

【研究交流促進法第１１条第２項】 

特区対応 文科 

中核となる国の研究機関があり、国

以外の試験研究施設の集積が見込

まれること等。 
－ 

ライフサイエン

スに関する研究

機関及び教育機

関の集積促進 

国立大学等の試験研究施設、敷地の民間企業によ

る廉価使用の際の各省庁の長の認定手続きの緩和 

 

【研究交流促進法施行令第９条第１項・第３項、

第１０条第１項・第４項】 

特区対応 文科 

各省庁に対し、事後報告を行うこ

と。 

－ 

ライフサイエンスに関する研究機

関及び教育機関の集積を促進する

ため、公的研究機関・大学等の施設

の企業による利用の促進を実施す

る。 

バイオベンチ

ャー等の育成

支援 

承認ＴＬＯの認定の弾力化 

 

【大学等技術移転促進法等】 

現行で可

能 
経産 － － 

大学等技術移転促進法に基づいて

国から承認を受けたＴＬＯは、大学

単位での技術移転を前提としてい

るため、組織横断的に特定の分野に

特化した技術移転を得意としない

傾向があることから、大学発ベンチ

ャーの育成を支援するため承認Ｔ

ＬＯ運営・認定の弾力化を実施す

る。 

 

 

 

 



 13

 

目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

臨床修練について、医療に関する知識及び技能の

習得に加え、これに付随して行われる教授を容認 

 

【外国医師又は外国歯科医師が行う臨床修練に係

る医師法第１７条及び歯科医師法第１７条の特例

等に関する法律第３条等】 

全国対応 厚労 － 

医療に関する知識・技能の修得に加

え、これに付随する教授を目的とし

て入国した外国医師等について、大

臣許可の付与を明確化（通知）。語

学能力について英語以外の言語を

追加（省令改正）。臨床修練の許可

審査機関を短縮化（運用）。 

医療に関する知識及び技能の習得

を目的として日本入国した外国人

医師の内、基準に適合する者は「臨

床訓練」として、日本の医師免許を

有する医師のもとで医療行為が出

来るが、この「臨床訓練制度」の適

用を拡大する。 

研究交流促進法による国立研究機関での外国人研

究者の任期付任用を公立研究機関に拡大 

 

【研究交流促進法等】 

事 実 誤

認・税減

免等 

文科 － － 

研究交流促進法で国立研究機関等

に認められている外国人研究者の

任期付任用の範囲を公立研究機関

に拡大する。 

外国人の在留資格で可能な活動範囲の拡大（「研

究」資格での「投資・経営」活動の可能化等） 

 

【出入国管理及び難民認定法第２条の２第２項、

別表第１、別表第１の２、別表第１の３、別表第

１の４】 

特区対応 法務 

自治体職員が代理人として在留資

格認定証明書交付申請を行い、かつ

変更が生じた場合は入国管理局に

通報すること。 
－ 

特区内で在留資格を得て活動する

外国人研究者、技術専門家及びその

家族（扶養を受ける配偶者又は子）

に係る在留期間の延長と「家族滞

在」資格者の活動内容の弾力化を図

る。 

外国人の在留期間（３年又は１年）の延長 

 

【出入国管理及び難民認定法第２条の２第３項及

び同法施行規則第３条】 

 

特区対応 法務 

５年を上限とする。 

－ 

「３年又は1年」と規定されている

在留期間について、一律「３年」と

する。 

ライフサイエン

スに関する国内

外の優秀な医師

や研究者、技術

専門家等の人材

の確保 

外国人の在留資格要件（審査基準）の緩和 

・「研究」資格：修士又は３年以上の研究従事若し

くは１０年以上の実務経験の緩和 

・「投資・経営」資格：外国人の会社設立制限の緩

和 

【出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２

号、出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２

号の基準を定める省令】 

特区対応 法務 － － 

大学卒業生が特区内の研究機関に

就職する場合、「研究」分野の在留

資格を認める。 
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目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

ライフサイエン

スに関する国内

外の優秀な医師

や研究者、技術

専門家等の人材

の確保 

外国人研究者・技術者に係る「家族滞在」資格者

の活動内容の弾力化 

 

【出入国管理及び難民認定法第１９条等】 

引き続き

検討 
法務 － － 

特区内で在留資格を得て活動する

外国人研究者、技術専門家及びその

家族（扶養を受ける配偶者又は子）

に係る在留期間の延長と「家族滞

在」資格者の活動内容の弾力化を図

る。 
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３ 国際みなと経済特区 

目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

大阪港・神戸港２開港の一体化（とん税・特別

とん税の負担軽減） 

 

【関税法施行令第９６条】 

事 実 誤

認・税減

免等 

財務 － － 

神戸港と大阪港は別個の開港とな

っているため、両港に寄港する航路

をもつ船社は二重にとん税、特別と

ん税を支払わなければならないこ

とから、大阪港と神戸港とを１開港

化し、とん税・特別とん税の負担軽

減を実施する。 

動植物検疫・食品衛生届が不要な輸入貨物の保

税地域搬入前の通関処理の実施（本船入港前の

通関処理の実施及び終了） 

 

【関税法第６７条第２項等】 

現行で可

能 
財務 － － 

物流の効率化を図るため、動植物検

疫・食品衛生届が不要な輸入貨物に

ついて、保税地域搬入前の通関処理

（本船入港前の通関処理の実施及

び終了）を実施する。 

特定の輸出貨物に係る輸出後の事後報告による

通関処理の実施 

 

【関税法第６７条】 

事 実 誤

認・税減

免等 

財務 － － 

現状では、法令どおり、輸出前に、

品目、数量その他必要事項を申告

し、必要な検査を受け、許可を受け

なければ輸出できないが、特定の輸

出貨物について、輸出後の事後報告

による通関処理を実施する。 

保税蔵置場の設置基準の明確化 

 

【関税法第４３条】 
現行で可

能 
財務 － － 

保税蔵置場設置許可に係る審査基

準が開示されておらず、新規参入者

の場合、本申請まで長期間に及ぶ場

合があることから、保税蔵置場の設

置基準の明確化を図る。 

コンテナ詰め込み後の通関制度である「コンテ

ナ扱い」の港頭地区での適用 

 

【関税法基本通達】 

現行で可

能 
財務 － － 

関税法基本通達により、「コンテナ

ー扱い」は、港頭地区で詰め込まれ

ないことと規定されているが、港頭

地区においても適用を認める。 

ロジスティクス

ハブ拠点の形成 

総合保税地域における土地、施設の所有又は管

理主体を民間事業者等に開放 

 

【関税法施行令第５１条の１１第２号】 
特区対応 財務 

許可を受けようとする地域全体を

適切に管理できる法人であること

等の要件を充足すること。 

－ 

コンテナターミナルの共同化が検

討されるなか、第三セクターに認め

られている総合保税地域における

土地、施設の所有又は管理主体を民

間事業者等にも開放する。 
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目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

通関業務の２４時間３６５日化への対応 

 

【関税法第９８条（運用）】 
特区対応 財務 

例えばコンテナヤードゲートのフ

ルオープン化に向けた取り組みな

ど民間側の対応が進展し、税関の執

務時間外における輸出入通関等の

手続きを求める具体的な要請があ

ること。 

－ 

検疫の２４時間化 
全国対応 厚労 － 

具体的な要請に基づき、開庁時間延

長等の運用により対応する。 

平成13年11月より、ゲート内の荷

役業務が24 時間できるようになっ

たが、税関の執務時間は、平日の

8:30～17:00 に限定されているな

ど、港湾と税関の営業時間格差が生

じており、荷役体制に合わせた官庁

サービスの24時間365日化を実施

する。 

公有水面埋立地における用途変更、権利の移転・

設定の許可手続きの運用改善、大臣協議の処理期

間短縮 

 

【公有水面埋立法第２７条、第２９条】 

特区対応 国交 

特区の趣旨・目的に沿うような用途

変更、権利の移転・設定であって、 

埋立地の利権化及び乱開発を目的

とするものでないこと等。 

－ 

公有水面埋立地における用途変更が可能な用途の

通知による明確化 

 

【公有水面埋立法の一部改正について（昭和 

４９年６月１４日港管第１５８０号、河政発第

５７号）】 

特区対応 国交 － － 

埋立地の竣功認可告示後 10 年間

は、埋立地の所有権の移転、用途変

更には、免許庁許可の前に主務大臣

の協議が必要であるが、神戸港にと

って必要な多種多様な立地ニーズ

に応えるため、埋立地処分に係る大

臣協議の弾力的運用を実施する。 

ロジスティクス

ハブ拠点の形成 

臨港地区における構築物規制の弾力化 

 

【港湾法第３８条、第３９条、第４０条】 
現行で可

能 
国交 － － 

臨港地区における構築物規制の弾

力的運用を実施する。 

国際経済拠点

の構築 

外国法事務弁護士の日本弁護士の雇用の禁止、共

同事業の禁止の緩和 

 

【外国弁護士による法律事務の取扱いに関する特

別措置法第４９条、第４９条の２】 

全国対応 法務 － 

外国法事務弁護士について共同事

業を自由化し、日本弁護士の雇用禁

止規定を見直す。 

外国法事務弁護士に対して、日本人

弁護士の雇用、日本人弁護士との業

務提携を容認する。 
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目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

外国法事務弁護士となるための法務大臣の承認要

件の緩和 

 

【外国弁護士による法律事務の取扱いに関する特

別措置法第７条】 

引き続き

検討 
法務 － － 

特区内に事務所を設置する外国法

事務弁護士の所管大臣の承認制を

届出制に緩和する。 

外国人公認会計士が日本国内において業務を行う

ために必要な内閣総理大臣の承認制の緩和 

 

【公認会計士法第１６条の２】 

現行で可

能 
金融 － － 

特区内に事務所を設置する外国公

認会計士の所管大臣の承認制を届

出制に緩和する。 

外国人の在留資格で可能な活動範囲の拡大（「研

究」資格での「投資・経営」活動の可能化等） 

 

【出入国管理及び難民認定法第２条の２第２項、

別表第１、別表第１の２、別表第１の３、別表

第１の４】 

特区対応 法務 

自治体職員が代理人として在留資

格認定証明書交付申請を行い、かつ

変更が生じた場合は入国管理局に

通報すること。 
－ 

在留資格「投資･経営」の要件「二

人の常勤職員の雇用」及び「企業内

転勤」の要件「一年以上の勤務実績」

の規定を撤廃または緩和を実施す

る。 

外国人の在留期間（３年又は１年）の延長 

 

【出入国管理及び難民認定法第２条の２第３項及

び同法施行規則第３条】 

特区対応 法務 

５年を上限とする。 

－ 

特区内で在留資格を得て活動する

外国人研究者やその家族等に対し

て、三年の在留期間を容認する。 

外国人の在留資格要件（審査基準）の緩和 

・「研究」資格：修士又は３年以上の研究従事若し

くは１０年以上の実務経験の緩和 

・「投資・経営」資格：外国人の会社設立制限の緩

和 

 

【出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号     

出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号

の基準を定める省令】 

特区対応 法務 － － 

大学卒業生が特区内の研究機関に

就職する場合、「研究」分野の在留

資格を認める。また、新規事業を開

始する場合の投資額年間 500 万円

以上という目安について、法制化を

行うなど規定を明確にする。 

国際経済拠点の

構築 

外国人からの入国、在留資格諸申請の優先処理 

 

【出入国管理及び難民認定法第７条の２、第 

２０条、第２１条】 

特区対応 法務 － － 

在留資格「家族滞在」を申請する際

に必要となる、「扶養者の収入を証

する文書」の提出を省略できるよう

にする。 
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目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

外国人研究者・技術者に係る「家族滞在」資格者

の活動内容の弾力化 

 

【出入国管理及び難民認定法等】 

引き続き

検討 
法務 － － 

在留資格「家族滞在」資格者の資格

外活動を容認する。 

永住権取得要件の緩和 

 

【出入国管理及び難民認定法第２２条】 
特区対応 法務 

運用上必要としている滞在期間を

短縮する措置を講ずる。 
－ 

５年以上の勤務実績が必要とされ

ている永住権の取得要件を、特区内

の研究機関で研究を行う者等に限

り２年に緩和する。 

数次ビジネス査証発給要件の緩和 

引き続き

検討 
外務 － － 

特区内の外国人が設立した法人に

ついて、母国従業員が商用で来日す

る場合等に、有効期間5年、滞在期

間が 90 日程度の数次査証を認め

る。 

労働者派遣における派遣期間の延長 

 

【労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労

働者の就業条件の整備等に関する法律第 

４０条の２第１項】 

全国対応 厚労 － 

派遣就業の場所毎に同一の業務に

ついて派遣元事業主から１年を超

える期間継続した派遣の役務提供

について検討し、措置する。 

特区内の企業、事業所に対して、原

則１年とされている派遣期間を５

年まで容認する。 

 

国際経済拠点の

構築 

労働者派遣における物の製造業務への派遣対象業

務の拡大 

 

【労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労

働者の就業条件の整備等に関する法律附則４】 

全国対応 厚労 － 

物の製造業務への労働者派遣事業

について検討し、措置する。 

特区内の企業、事業所に対して、労

働者派遣法上で派遣が認められて

いない「物の製造の業務」について、

労働者派遣を容認する。 
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４ 国際経済立地促進特区 

目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

公有水面埋立地における権利の移転・設定の許可

手続きの運用改善、大臣協議の処理期間の短縮 

【公有水面埋立法第27 条】 

特区対応 国交 － 

ベイエリアの

再生 

公有水面埋立地における用途変更の許可手続きの

運用改善、大臣協議の処理期間の短縮 

【公有水面埋立法第29 条】 

特区対応 国交 

特区制度の趣旨・目的に沿うような

用途変更、権利の移転・設定であっ

て、埋立地の利権化及び乱開発を目

的とするものでないこと並びに環

境保全上著しく影響を及ぼすもの

ではないこと。 

－ 

埋立地処分に係る大臣協議を緩和

又は撤廃する。 

外国人の在留期間（３ 年又は１ 年）の延長（外

国人研究者の在留期間の延長等） 

 

【出入国管理及び難民認定法第２ 条の２ 第３ 

項出入国管理及び難民認定法施行規則第３ 条、別

表第２】 

特区対応 法務 

501の場合，在留期間については

当該活動を継続している限りにおい

て５年を上限とする特例措置を講ず

る。 

※501 
（条件…特区内の研究機関において研究業務

に従事するため入国する外国人について「特

定活動」の在留資格を付与できることとし，

この場合の活動範囲は特区内における研究活

動及び特区内の事業を運営する活動とする。

ただし，地方公共団体の職員が代理人として

在留資格認定証明書交付申請を行うこと，及

び地方公共団体の職員がその外国人の活動に

変更が生じた場合等には地方入国管理局へ通

報することを条件とする。） 

－ 

特区内で在留資格を得て活動する

外国人に対して、３年の在留期間を

認める。 

※現状では、在留資格「教授」「投

資経営」「法律・会計業務」「医療」

「研究」「教育」「技術」「人文科

学・国際業務」「企業内転勤」の在

留期間はいずれも「３年又は１年」

と規定されているが、３年の在留期

間が認められる場合が少ないため

である。 

 

国際経済拠点

の構築 

外国人の在留資格要件（審査基準）の緩和 

・ 「研究」資格：修士又は３ 年以上の研究従事、

もしくは１０ 年以上の実務経験の緩和 

・ 「投資・経営」資格：外国人の会社設立制限 の

緩和 

【出入国管理及び難民認定法第７ 条第１項第２ 

号 

出入国管理及び難民認定法第７ 条第１項第２ 号

の基準を定める省令】 

 

特区対応 法務 

501 の場合，「研究」及び「投資・経

営」の在留資格に係る基準は適用さ

れない。 

－ 

「研究」資格では、修士又は３ 年

以上の研究従事、もしくは１０ 年

以上の実務経験を緩和する。 

「投資・経営」資格では、創業時の

企業は、総じて資金力が乏しく、２

人の常勤職員を雇用を必要とする

規定は、大きな負担であり、常勤職

員の雇用を必要とする規定を撤廃

又は緩和する。 
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目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

外国法事務弁護士の日本弁護士の雇用の禁止、共

同事業の禁止の緩和 

 

【外国人弁護士による法律事務の取扱に関する特

別措置法第49条、第49条ﾉ 2】       

全国対応 法務 ― 

外国法事務弁護士について、共同事

業を自由化し、日本弁護士の雇用禁

止規定を見直す。 

特区内に事務所を設置する外国法

事務弁護士に対して、日本人弁護士

の雇用、日本人弁護士との業務提携

を認める。 

労働者派遣における派遣期間の延長 

 

【労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労

働者の就業条件の整備等に関する法律第40 条の2

第1 項】 

全国対応 厚労 ― 

派遣就業の場所毎に同一の業務に

ついて、派遣元事業主から１年を超

える期間継続して労働者派遣の役

務の提供を受けることについて検

討し、設置する。 

原則１年とされている派遣期間を

５年まで認める。 

労働者派遣における物の製造業務への派遣対象業務

の拡大 

 

【労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労

働者の就業条件の整備等に関する法律附則4】 

全国対応 厚労 ― 

物の製造の業務への労働者派遣事

業を行うことについて検討し、措置

する。 

労働者派遣法上で派遣が認められ

ていない「物の製造の業務」につい

て、労働者派遣を認める。 

有期労働契約における契約期間の延長 

 

【労働基準法第14 条】 
全国対応 厚労 ― 

１年（一定のものについて３年）を

超える期間を契約期間とする労働

契約の締結を可能とする事につい

て検討し、措置する。 

雇用契約期間を３年から５年に延

長する。 

有期労働契約における専門的な知識、技術又は経

験を有する者の基準の緩和 

 

【労働基準法第 14 条第 1 号及び第 2 号の規定に

基づき厚生労働大臣が定める基準二】 

全国対応 厚労 ― 

修士の学位を有する者について、就

こうとする業務に２年以上従事し

た経験を有するものとの条件を撤

廃することについて検討し措置す

る。 

修士号取得者の２年の実務経験を

廃止する。 

数次ビジネス査証発給要件等の緩和 

 引き続き

検討 
外務 ― ― 

外国人就労円滑化のため、短期滞在

から就労ビザへの切替え手続きの

簡素化、数次ビザの発給要件を緩和

する。 

国際経済拠点

の構築 

外国人向け専門サービス業（弁護士）の外国人へ

の開放①外国法事務弁護士となるための「法務大

臣の承認」要件の緩和 

 

【外国弁護士による法律事務の取扱いに関する特

別措置法第７条】 

引き続き

検討 
法務 ― ― 

特区内に事務所を設置する外国法

事務弁護士に対して大臣の承認制

を届出制に緩和する。 
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目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

国際経済拠点

の構築 

外国人公認会計士が、日本国内において業務を行

うために必要な、内閣総理大臣の承認制の緩和 

 

【公認会計士法第１６条の２第１，２項】 

現行で可

能 

金融 

庁 
― ― 

特区内に事務所を設置する外国公

認会計士に対して大臣の承認制を

届出制に緩和する。 

株式会社設立に関する最低資本金額の引下げ 

 

【商法第１６８条の４】 
引き続き

検討 
法務 ― ― 

ベンチャー企業の創出を促進する

ため、特区内に新たに企業を設立す

る場合には、株式会社について定め

られている最低資本金の制限を撤

廃する。 

特定用途の建築物に対する建築基準（集団規定）

の適用除外 

建築基準法の容積率の緩和 

 

【建築基準法第５２条】 

現行で可

能 
国交 ― ― 

特区内において、「都市再生特別措

置法」に基づく、「都市再生特別地

区」内と同様、建築基準法の容積率

の適用除外を図る。 

関連企業の誘

致促進 

特定用途の建築物に対する建築基準（集団規定）

の適用除外 

建築基準法の建ぺい率の緩和 

 

【建築基準法第５３条】 

現行で可

能 
国交 ― ― 

特区内においては、建築基準法の建

ぺい率を２割程度緩和する。 
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５ 環境・リサイクル特区 

目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

リサイクル施設設置許可手続の簡素化 

 

【廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条第１

項、第１５条第１項】 

 

引き続き

検討 
環境 ― ― 

特区内に立地する企業に対して、容
器包装、自動車等個別リサイクル法
で定められた廃棄物のリサイクル
を対象として、廃棄物処理法の施設
設置許可の適用を除外する。 

リサイクル企業に対する廃棄物処理法の処分業の

許可の適用緩和 

 

【廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条第１

項、第４項、第１４条第１項、第４項】 

引き続き

検討 
環境 ― ― 

特区内に立地する企業のうち、特区
内における容器包装、自動車等個別
リサイクル法で定められた廃棄物
のリサイクルを対象とするリサイ
クル企業に対しては、廃棄物処分業
の許可の適用を除外する。 

リサイクル施設の設置に関する建築基準法上の手

続の簡素化 

 

【建築基準法第５１条】 

現行で可

能 
国交 ― ― 

特区内における容器包装、自動車等
個別リサイクル法のリサイクル対
象物を取扱う企業が設置するリサ
イクル施設に限り建築基準法第５
１条ただし書による都市計画審議
会の議を経たものとみなす。 

循環型社会の

構築に向けた

我が国の先導

的な広域リサ

イクル拠点、環

境産業創出拠

点の形成 

株式会社設立に関する最低資本金額の引下げ 

 

【商法第１６８条の４】 
引き続き

検討 
法務 ― ― 

環境・リサイクル産業に係るベンチャ
ー企業の創出を促進するため、特区
内に新たに企業を設立する場合に
は、株式会社について定められてい
る最低資本金の制限を撤廃する。 

 



 23

６ 自然産業創造特区 

目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

民間活力の導

入等による農

業振興 

農業生産法人以外の法人の農業への参入を容認 

 

【農地法第３条】 

特区対応 農水 

担い手不足、農地の遊休化が深刻

で、農業内部での対応ではこれらの

問題が解決できないような地域で

あって、参入法人と地域との調和や

参入法人による農地の適正かつ効

率的な利用が確保されること。 

－ 

農地が十分に活用されていない淡

路島北部丘陵地域において、農業生

産法人以外の法人にも農地の保有

を認めることで、意欲ある企業等が

農業に参入する機会を広げ、民間の

経営ノウハウを活かした新たな農

業経営を推進し、安全・安心な農産

物や花き等の生産を振興する。 

特定農地貸付けによる市民農園の開設主体を、地

方公共団体及び農業協同組合以外の者に拡大 

 

【特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関す

る法律第２条】 

 

特区対応 農水 

担い手不足、農地の遊休化が深刻

で、農業内部での対応ではこれらの

問題が解決できないような地域で

あって、市民農園を新たに開設する

者と地域との調和や市民農園を新

たに開設する者による農地の適正

かつ効率的な利用が確保されるこ

と。 

－ 

市民農園開設のための企業等によ

る農地の保有を認め、企業や農業生

産法人など多様な主体による市民

農園の開設を進め、多くの県民がア

グリライフを実践・実感する機会を

創出する。 

小規模農地の取得制限の緩和 

 

【農地法第３条第２項第５号、農地法施行規則第

３条の４】 

引き続き

検討 
農水 － － 

小規模な農地でも栽培した農産物

を販売したいという人にも農地の

保有を認めることで、多くの県民が

アグリライフを実践・実感する機会

を創出する。 

 

民間活力の導

入等によるア

グリライフ（楽

農生活）の推進 

町などによる農地の中間保有の容認 

 

【農地法第３条第１項第10号、農地法施行規則第

３条】 

引き続き

検討 
農水 － － 

 町などが農地を中間保有して、ア

グリライフを実践するため小規模

な農業を始めたい人などに売却（貸

付）することで、無秩序な農地利用

の抑制を図る。 
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７ ものづくり高度化特区 

目  的 
規制項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 具体的要望内容 

ものづくり高度

化の促進 

地域準則に対する基準の緩和 

 

【工場立地法施行規則第３条】 

 

 

全国対応 経産 ― 

緑地の定義を全国的に見直し、速や

かに実施する。 

工場立地法の緑地面積率及び緑地

を含む環境施設面積率を適用除外

とする。 
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８ カレッジタウン特区 

目  的 
規制項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 具体的要望内容 

大学設置の際の校地面積基準の緩和（校地面積

基準を校舎面積と連動しない形で定める等の全

国規模の基準の緩和を超えた措置） 

 

【大学設置基準第３７条、附則】 

特区対応 文科 

学生が充実した学習を行うことが

できるとともに、安定的な大学経営

が確保されること。 

― 

工場等制限法の規制の廃止に伴い、

大学の他市への流出に歯止めがか

かると予想されるものの、都市部に

おいては校舎の新増設にあたり、な

お新たに土地を近隣に求めること

は困難であるため、校地面積基準の

緩和が必要である。 

大学設置基準（校地面積基準）の緩和 

 

【大学設置基準、同要項、同細則】 

全国対応 文科 ― 

① 校舎面積の３倍以上とされて

いる校地面積を、合理的な理由

があれば数量基準を緩和する

などの方法により、新たな数量

基準を設定する。 

② 校地の２分の１の自己所有要

件を緩和する。 

工場等制限法の規制の廃止に伴い、

大学の他市への流出に歯止めがか

かると予想されるものの、都市部に

おいては校舎の新増設にあたり、な

お新たに土地を近隣に求めること

は困難であるため、自己所有基準面

積の撤廃（現行：校舎面積の３倍以

上、校地の２分の１を自己所有）が

必要である。 

大学の学部・学科の設置・廃止についての申請

手続の簡素化 

 

【学校教育法第４条等】 

引き続き

検討 
文科 ― ― 

大学の学部・学科の設置・廃止につ

いての申請手続に係る添付書類の

省略化、審査時間の短縮化を図る。 

魅力ある学園都

市づくりの推進 

大学（学部・学科を含む）等の設置及び廃止に

あたっての、文部科学大臣等の認可を届出制へ

移行 

【学校教育法第４条、学校教育法施行令第２３

条】 

全国対応 文科 ― 

大学において、学位の種類・分野の

変更を伴わない学部・学科の新設、

廃止手続を、認可制から届出制に変

更する。 

大学（学部・学科を含む）等の設置

及び廃止にあたっての、文部科学大

臣等の認可を届出制へ移行する。 

 

小学校・幼稚園教員養成のための学部、学科の

設置、定員増等拡充に係る抑制方針の緩和 

【平成１２年度以降の大学設置に関する審査の

取扱方針等】 

全国対応 文科 ― 

中央教育審議会答申等を踏まえた

抑制方針の撤廃を行う。 

小学校・幼稚園教員養成のための学

部、学科の設置及び定員増等拡充に

係る抑制方針を緩和する。 
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９ 但馬ツーリズム特区 

目  的 
規制改革項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 本県からの要望内容 

特定農地貸付けによる市民農園の開設主体を、地

方公共団体及び農業協同組合以外の者に拡大 

 

【特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関す

る法律第２条】 

 

特区対応 農水 

担い手不足、農地の遊休化が深刻

で、農業内部での対応ではこれらの

問題が解決できないような地域で

あって、市民農園を新たに開設する

者と地域との調和や市民農園を新

たに開設する者による農地の適正

かつ効率的な利用が確保されるこ

と。 

－ 

 市民農園開設のための企業等に

よる農地の保有を認め、企業や農業

生産法人など多様な主体による市

民農園の開設を進め、多くの県民が

アグリライフを実践・実感する機会

を創出する。 

新たな体験・交

流型ツーリズ

ムの推進 

農林漁家が民宿を行う場合の旅館業法上の面積要

件の撤廃 

 

【旅館業法第2条、第3条 

旅館業法施行令第1条第3項 

旅館業法施行規則第5条第1項】 全国対応 厚労 － 

農林漁家が農山漁村滞在型余暇

活動のための基盤整備の促進に関

する法律（平成６年法律第４６号）

第２条第５項に定める農林漁業体

験民宿業を行う場合、旅館業法施行

令第１条第３項第１号に規定する

簡易宿泊所の面積要件を適用しな

いこととすることについて検討し、

速やかに実施する。 

農業者等が副業的に経営し、かつ、

専ら自然体験を提供する小規模（旅

館営業に満たない規模）な民宿業に

利用される宿泊施設については、旅

館業法の構造設備基準を適用除外

とし、多大な投資をすることなく、

民宿形態で来客を宿泊させること

を可能とする。 
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１０ 環境保全型農業等推進特区 

目  的 
規制項目名 

（根拠条項等） 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

対応区分 

所管

省庁 
特例措置実施に当たっての条件 規制改革の内容 具体的要望内容 

民間企業等の農地取得の容認 

 

【農地法第３条】 

特区対応 農水 

担い手不足、農地の遊休化が深刻

で、農業内部での対応ではこれらの

問題が解決できないような地域で

あって、参入法人と地域との調和や

参入法人による農地の適正かつ効

率的な利用が確保されること。 

― 

ＮＰＯ法人に新規就農者希望者の

実習・研修農場等として、農地の権

利取得を認めることにより、ＮＰＯ

法人の自主的な活動を主体とした

地域農業の活性化を図るため、「農

地法」に基づく農地の権利移動要件

を緩和する。 

環境保全型農業

の推進、有機農業

等を目指す新規

就農の受入促進 

農業経営基盤強化促進法に基づく利用権設定等

促進事業の利用権設定等を受ける者の要件緩和 

 

【農業経営基盤強化促進法第１８条第３項】 

引き続き

検討 
農水 ― ― 

ＮＰＯ法人の適切な農地保有を推

進するため、「農業経営基盤強化促

進法」に基づく農地の利用権の設定

等に関する要件を緩和し、ＮＰＯ法

人にも同法に基づく農地の利用権

等を設定できるようにする。 

 

 


